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7 1

法人税の短期的転嫁

「対称性」が電力業においてみいだざれたように， 增減税効果は必ずしも可逆的な方向を予想する 

ことはできない。今後かりに法人税率の操作が有力な手段として利用されるならば，現行の一般的 

想定である増減税における非転嫁仮説を積極的に論証する用意がなければなるまい。

第 4 点は既成の転嫁概念の再吟味である。法人税転嫁の測定菽準として資本収益率のみが選ばれ 

たことは既成の転嫁概念がそのままでは適用できないことを意味する。伝統的転嫁理論では従俩税 

のごとく課税後において被課税財の単位当り価格が丁渡税額だけリ丨き上げられたとき税負担は完全 

転嫁したことになる。その税負担は全額買手に帰着す令。 しかしK - M も指摘するように，利潤課 

税である法人税は従価税転嫁と同じタームで論ずることはできない。それゆえ，もしも法人税転嫁 

を従価税転嫁と同一のベースで比較しようとするのであれば，両者を共通の尺度に引き戻す用意が 

なければならない。
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財政モデルによる政策シミュレーション

西 野 義 彦*
. . . '  . . , '

はしがき'
I 個人税と消費関数 

n 法人税と投資関数 

0 1 間接税および財政支出 

I V 財政モデルの構造 #
V 政策シミュレ一-;x ヨン

むすび一 一 モデルと動学乗数一^ -  .
■ -

は し が き

' . . ■ . .  . . . .
経済政策の運営にあたって煎要なことは，いうまでもなく政策目標と政策手段との間に整合性が 

確保されるということである。計量経済モデルの役割の一つは，こうした0 標と手段との間の整合 

性について，われわれにきわめて有効なしふも定量的な情報を与えてくれるという点である。すな 

わち，設定されたモデルが，かりに現実の経済システムを適切に表現しているものとすれば，われ 

われはそのモデルをもとにさまざまな政策実験（政策シミュ レー、ンヨ、，）を繰り返し行ない，そ -繰

り返しの経験から，経済政策に関する目標と手段との関連を，的確にしかも数量的に把握すること
. . 

ができるわけである。

本稿は，わが国財政政策のさまざまな効果について有効な定量的評価を与えるべく，まず財政を 

中心とした計量モ デ ル （与財政モデル）の開発に努力し，つ ぎ に そのモデルをもとに若干の政策、ン 

ミュレ一、ンヨンを試み.たものである？こ の 「財政モデル」の特徴としては，S つの点があげられる。 

その一つは，政策モデルとしての性格を強く持たせるため，モデルに登場してくる政策変数を，あ 

，る程度制度上の概念と一致させ，経済政策， とりわけ財政政策が制度上の指標の変更を通じて行な. 
われている現実の姿を，直接採用することにしたことである。これによって，政策効果の計量的評 

伽も，制度上の変更と直接の対応関係をもって行なわれるようになった。たとえば，税率それ自体

* この研究レポr トは， 笟カ中央研究所における研究プロジX タトの一環としてまとめたものに迪礎をおいているが , 
その研究過賴において，迚元芷弘教授（笊都大学）ならびに市田精同助教授（ま應木学）から数々の御教示を賜っ 

た。 また现論 . 訐盘搔済学会およびH木財政学会での報告を通じて， 只塚啓明助教授（大M火学)， 能勢捋也教授 

(神戸珣科大学)，そして市川印氏 (経済遍！T f ) から有益なロメントを戴いた。深く感謝する次绍である，
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を政策変数とすることによって，租税政.策面における税率変化とぃう税制上の*変更を，直接モデル 

体系の中にとらえ，税率変化の効果を商接追求できるようにした。もちろん，このような表現方法 

の採用にはかなりの制約があり，すべて同様に処理することはかならずしも可能ではない。 ここで 

は: 中央の個人税• 法人税，地方法 人 税 ，中央から地方への移転にっぃて，以上のような方法が 

とられてぃる。もう一.つゆ，財政部門を三っのサブ• ブロツクに分け，中央一般政府部門•中央政 

府企業部鬥 • 地方政府部門として，その間の相互関速をもとらえようとしたことである。そして各 

サブ，ブロック内では，収入面と支出面とを構成するそれぞれの変数が，何らかの関数型で示され 

ると，収入と支出とのバランス項0 として，各ブロックでの公債発行がその額だけ行なわれるとぃ 

うメカニズムになっている。

以上のような性格を;もっこの財政モデルは，結局们本の行動方程式な$ びに制度式と3 7本の定 

荔式とからなる合計80 本の方程式によって措成されており’， そこに登場してくる変彰[のうち，80 
個が内生/  2_ が外生となってぃる。 構造方程式のパラメ- タ- 推荦には， さしあたりすべて直: 
接最小2 乘法が採用されており，推定に使用したデ一タは昭和3 0年から昭和4 1年までの12期で， 

年度へースによっている。.変数の記号にっい.ては，「記号一覧」として， すべて Appendix...にかか 

げておいた。以下，モデルに関しては，財政に底接：関連した主な部分についてのみ，若干の説明を 

つけ加えることにする。 ，

. '  ■ … . . . . . '  . - ■  '  . . . . . . . . . .

I .個人税と消費関数

■ ■ . ' ； . ■ ■ ■ . . .  ' . . .. .. . .
財政に関速して，まず検討を必要とする問題は，個人税をめぐる関係であろう。一般にいって，

個人,税は税率を媒介として個人所得の大きさによって決定されるが，一方で個人税は個人可処分所

得の大きさに作用し， したがって個人消費支出の決定r 影響を与えてぃるとぃう形で,全体系と結

びついている。この関係を簡単なモデルで表わせば，っぎに示す通りとなる。

f T p= = f( tp，Y p) (1.1)
(1.2)

^ P~  fiYdt Cp-j) (I. 3)
甚本的にぃって，わが国の個人税は，累進課税体系がとられてぃるので，各所得階層どとに実際 

に適用される平均税率は，それぞれ異なってぃる。ぃま，ある特定の税率体系めもとで得られるは 

ずの社会全体の平均税率は，これら各所得階層ごとの平均税率をそれぞれの所持額ゥ^イトで加虚 

平均したものにほぼ等しい。諸控除を適用したのちの課税所得でみるかぎり，その意味での社会全 

体の平均税率は，各課税所得ごとの平均税率をその棉成比で加邊乎均したものに全く等しいはずで 

ある。ところで，所得階層別分初が年々推移して行けば/ 一矩の税率体系のもとでも，社会全体の

ぐ:.,：- しし
抑- 各 航 、 觸软游為狡挪被̂ ! ^ 筑̂
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乎均税率は変化して行く。もちろん税率体系そのものが変われば，所得階層別分布が不変にとどま 

っていたとしても，社会金体の平均税率は变化して行く。 したがって，社会全体の平均税率は，雜 

率体系の変更と所得階層別分布の推移とに依存して，苹々変化して行くものと理解される。そこで* 
ある特定の税率体系と所得階層別分布を前提としたときの税率特性を集約的に表わす指標として， 

ここでは「湛準税率」という概念を導入する。基準税率 tp は, そのときの税率表をもとに，基準 

個人所得れから導かれた諫税所得に対する平均税难であって，これがその税率体系のもとでの代 

.表的税率とみなされる。載準個人所得というのは，個人所得の過去平均成長率を名日13%とみて， 

昭和 30华度の突績水準を親準にして得られた個人所得の系列である。所得階層別分布の推移をW 
接:詳細に取极うことは，いたずらにモデルを複雑化するのみであると解されるので， ここでは第1 
次接近とUて> その基準経路を個人所得の基傘経路で代理させることにした。結局，今回のモデル 

では, 個人税をつぎのような形で特定化した。

T p l = 1 3 9  +  0 . 0 9 6 n p l - ( Y p - / 3 E O  +  0 . 0 3 2 6 ( Y p - Y p)  +  Ot 0 2 7 0  Y p (1.4)
乃2= —743 +  0. 0209 Yp. (1.5)

(1.4〉式は,中央個人税関数セあるが, 説明の第1 項は, 現実の個人所得から諸控除分を差引いデこ, 
V、わ ゆ る課税所得に対する課税部分，第 2 項は，現実の個人所得が基準個人所得から乖離した部分 

を補蔣するため'のもの，この第2 項にかかわるパ ラ メ 一 ターが正であるかぎ！），. 平均税率より.もそ 

の分だけ限界 ■̂率の方が高いことを意味して^、る。笫 3 項は，分離課税の制度にもとづく課税部分 

を示しているン地方個人税関数（I .5) については，制度変更等め理由により税率などの要因を叫示 

的に導入することがやや闲難であったので, ここでは単純に前期個人所得の関数とした。

以上のようにして得られた個人税は，また個人可処分所得の大きさに作用し， したがって调人消 

猜支出に影響耷与えている。

Cp -1975 +  0. 5823 Yd+0. 3185 Cp_, ' (1.6)■ « . . .

今冏のモデルでは，消费関数としてK oyck型の分布ラグを採用した。結局，過去の個人可処分 

所得， したがって個人税が， K o y c k型の分布をもって， 今期の消費支出に作用しているという立 

場をとった。 .. ■ ■ 画  ■ ■圓 ■ ■
. _ . ' ' … マ ' .  - . .ン . . .

. n 法 人 税 と 投 資 関 致 .

個人税と並んで前-喪なのは，いうまでもなく法人税の取招!いである。法人税は法人税率を媒介と 

して法人所得によって決定されているが, 同時に一方でそれは，内部留保の大きさに作用し， した 

がって企業の投资活動に影響を鲁えていると考えられる。これらの関係をごく萆純なモデルで表現

すれば，': . . . . . V:.で .: • ，：. ,
™*— 69 (181) — *

. ■
: . . .  ' ノ .. -ノ* .
鼠嫩溶纖画够蘭— 靡纖纖鍵威雜嫩输織鑛麵i赞纖織酿鑛 ! 馨 ^ ^ 鎩 鑛 獻 * m 鳅■麵藉激微麵輩麵マ欲伽
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| ^ = / a ,  T e> a i . i )
UP= / ( F e> Tc, i) (II. 2)

となる。’ ところで法人税は，個人税の場合と異なり，■基本的にいって比例税体系をとっているので，. 
法人税関数を特定化する場合には，個人税関数にみられたような種類の困難はない。ただこまかく 

いえば，一般の法人税率のほかに，低額分に対する軽減税率，配当分に対する軽減税率の適用があ 

る。 しかしゥヱィト等からみて，そQ ときの代表的な税率として一般分の法人税率を採用すれば, 
法人税についてかなり説明がつぐ。

^ i = ~ 373+  0. 5997ici • F« +  0. 4 1 5 9 • 3 -̂1 (II...3).』
7̂ 2 =  10 + 1 .0151 t e2 • T ei .(II .ハ .:： '

(II. 3 ) 式は中央法人税関数であるが， 今期と前期の法人所得に ,ベそれぞれの期の法人税率し 

を乗ずるという形で，今期の中央個人税を説明している。 したがって，そこにかかわるパ ラ メ ー タ  

一は，法人所得の発生と法人税収との間に存在する制度上のラグにもとづく，今期と前期とのゥェ 

ィトを示している。地方法人税 : は，住民税中の法人税割部分のことであるが，これは制度上中

央法人税のある一定割合という形で示されうる。ここではその比率を；g として扱ったン
• ■ -

/ /= 4 3 2 5 8 + l .  2 0 6 6 ^ ^ e) +  1 . 5 1 9 0 ^ ^ )  - 4838 i  . (II. 5)
(II. 5 ) 式は民間設備投資関数を実質で表示したものであるが， - こでは今期と前期の税引き法 

人所得に俾存して，今期の民間設備投資の大きさが決定されるといういわば利潤原理が採用されて 

いる。金利 %は金融費用という意味よりも，外部資金の利用可能佳を表わす指標としてここでは用 

いられている。ここでとくに問題となる点は，はたして民間設備投資に,このような形で法人税が• 
作用しているか也かである。課された法人税の全額が，設備投資に向i t られるはずの内部資金の削 

減に作用しているとみることができるであろうか。法人税は設備挺資行励に全く影響を与えていな 

いとみることもまた可能である。これらの問題は，まさに法人税の転嫁•掃着をどう考えるか に 侬 

存している。現実には，おそらくこの中間のある値をとることになるであろう。今回のモデルでは， 

とりもえず法人税の全額が投資資金の利用可能性に直接作用しているという立場をとることにした。

瓜間接税および財政支出

間接税は，個人税ゃ法人税のように， ‘ る特矩の変数，つまり個人所得ゃ法人所得の関数である 

とみることは困難である。というのは, ここにいう間接税は，さまざまな税の混成でんり， し た が  

って間接税関数を一つめ形で表現することにはかな‘りの無理がある。可能ならば，そめ中の主翦な 

祺阔を別個の例数として表わした方が適切であると思われるが，ここではとりあえずーつの関数で 

それを表わすことにした。こうした場合，間接税の説明変数として適当と考えられるものは,まず

 -------70 (182) ~ —
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国民総生産とか国民所得とかセあろう。 ところで間接税は，生鹿物の供給価格を間接税額分だけ引 

上げ，結果においてそれは要素伽格と市場価格との差に枝ぼ等しいようになっている。これらの関 

係をモデルに示すと，

iTi=f(V)  (ffl.l)
[ y -  V - D ~ T r \-Su 服  2)

となる。問接税の転嫁 . 帰着問題は，マクロ的にみれば，乃の変 化 が F と V のどちらに強ぐ作 

用しているかといった問題になるわけであり， 乃の引上げが？）を引上げるか,それともをリ丨 

下げるかといった問題も，I の引上げがF を引上げるか，それとも i 7 を引下げるか，そのどち 

らに強く作角しているかに依存している。 しかし間接税の転嫁•帰着現象が現実にどのような様 

相を示していようと, ( I IL 2 )式の関係を変えるものではないことはいうまでもない6
7\-,=  1694 +  0.03857 (瓜‘ 3)

-8648+9681j)+ 0 .  0295V* (冚‘ 4)
( I D .3 )式は‘ 央間接税で，ここ’では単純にブの関数として表わすこと’にした。ま た （ffl.4) 式 

は地方間接税であるが, 価格と数量という関係から説明している。このように間接税の場合，税率 

等の制度的要因をモデルに直te導入しなかったのは，これがさまざまな税の混成であるという複雑 

■ さによっている。 • .
以上は主として財政収入面に関する説明であった。今回のモデルにおける財政支出面の取扱いは 

およそつぎの通りである。つまり，①政府財貨サービス経常購入につ v ては，

Cffi =  - 2542-1-0.1395 (.w*Lgi) (肌 5)
C,2 = -3 1 5 1 + 0 . 0674 (w*Lg2) (皿. 6)

という形で示し，人件費を中.心に賃金指数と公務員数とでCVを説明することにした。また②振替： 

支 出 に つ い て は ，

Tri =  - 5112 +  2 1 4 9 8 9 - ^ 0 .  0210 ( F -  7 - 0  +  0. 0607 Y  (HI. 7)
. 3>2 = „ 980 4 - 3 5 2 0 4 -^ - -0 .0 0 6 1 ( V - V - O + 0 .0129 F  (III. 8) '

という形で，失業保険 • 生活保護 • 各種年金 • 健康保険などの支払いを説明することにしすこ。③政ぐ 

府固定資本形成 I g については，中央一般政府の固定資本形成んを外虫とし，地方政府および中 

央政府企業め固定資本形成ル，I g d を内生として，それぞれの構造方程式女推足したが，テスト 

およびシミュレー、ンョンの段階では，便堂上これらん t -  I g iを外生•として収极った。

¥ 財政モデルめ構造

財政モデルの構造を表わす方程式体系は， 以下に赤す通り合訐8 0本の個別力程成からなってね

*-----  71 (183 丫 ’  ’
- y / ■ ■..
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• ミュレーション ■
ハしれど ’各チフ • フロックしとに表わせば，ホ央 - 般政府が14, 地方政府が15,
か 6, 政府部門総合が1 0 >マクロ関係がれ . 伽-格.労働関係が 8 となってぃる。 • _’、

構造方程式体系

〔1 〕 中央一般政府 •

( 1 ~  U  =139^ ：»  *

(1 — 2) 7；,

( 1 - 3 )  T(i

(1  — 4 )  Sn

(1  — 5 )  Y ol

( 1 - 6 )  ： R g '

1 ~ 7 )

( 1 - 8 )  7；,

( 1 - 9 )  S u

R 2~ 0 . 998  S —151 r f= l .374

_ m ^ m s )  el * ^ 織 h  •ス -】

/?  —0. 992 <§—289 rf —1.724
1694 H-0. 0385 V (0 . 0016)

Ii2= 0 .9 8 1 ■及;= 495  d=0t 677
— 1826 + 0. 0484 Yp •

(0.0017)
及2=0. 987 5 = 380  d~0. 777

-6 2 0  +  0. 0500ifffl_,(0. 0019)
齋 = 0 . 985

•77m  今 ^ + ° . 0649
招 = 0 , 973

5 = 7 1 . (1=0. 974
D el +  D el- 

(0 .0034) 2

8 = 1 8  d =  l .  956
-254 2+ 0 .1 395  (w . ら , ）

(0 .0104)

及 2= 0 ‘ 942 *Sf= 809 d ~ 0 .  974

—5112+ S ) 老 ■ ( " ャ 獅

R 2 = 0 . 998 fc :1 5 8  ゴ ニ  1.923
•2444-0. 9 0 9 9 /^ ：(-0, 002CM F- 

(0,1627) (0.00112)
— . . . . - ：： . V
R z ~ 0 . 984 レ  96 ^ - 1 ,6 9 1

友=324 d ^ h  722

( 1 —10) %9 -31-1-0. 7329fre • Tt(0. 0302)
招  ニ 0,982 

( ] —11) T ^ T pX \ Tcv\-Tu
( ] - 1 2 )  S e ' ^  %  .f  私  +  - ! い C g l  一 ル — S u  —  % g — e '
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財政モデルによる政策シミA レー'ン当シ

( 1 — 13) ( A .  ~ A i _ i ) =  - 5 0  +  0 . 5669 (Igx ~ S gl +  Tre) + 1 .3 2 5 0  \ P e>r \- I l ta)
(0 .2 1 39 ) (0 .2 1 45 ) '

R 2^ 0 . 785 5 = 1 0 1 7  d = h  731
U - ‘ 14) K gl =^0.97

〔2 〕 地 方 政 府  .
( 2 — 1 ) Tp2 = - 7 4 3  +  0. 0209 Y p.

(0 . 0008)
 ̂ 瓦2= 0 .9 8 1

(2  — 2) rc2 = 10+ 1 . 0151 tcZ • %'
(0. 0203)

S  =  165 d ~ 0 . 914

( 2  — 3 )  Tn

( 2  -  4 )  Sn

( 2 - 5 )  Vff2

( 2 - 6 )

( 2  — 7 )  Cg2

( 2 - 8 ) T, 2

R ? =  0 . 996 5 = 3 1
-8648 +  9681 ?>+0 . 0295 V *  

(2254) (0 .0054)

1 5 0 + 0 . 0035 V  
(0. 0004)

茫 = 0 . 874
102 +  0 . 00362 (i ‘ A 2- i)  

(0.00016)
F  =  0. 980 友ニ 35

•3151 +  0. 0674 (w • Lff2) 
(0 . 0008)

R 2 =  0. 999

d =  l .  843

瓦2 = 0 .9 9 9  5 - 1 1 3  d-^2. 214
-790 +  0. 0235 Yp 

(0. 0004)

豆2 = 0 .9 9 7  及= 8 6  ニ 1 .089

及= 1 2 2  d = l . 190

d ~ ~ l. 630

<§=205 “ 1.517
■ 980-h35204 召- - 0 .  0 0 6 1 ( y - y . , ) 4  0. 0129 Y  

(4591)iVi (0. 0012) CO. 0003)
况2 = 0 .9 9 9  

( 2 - 9 )  T ^ T p2 +  Ta +  T i2
及= 2 8 d = 2 .  461

( 2  — 10) 2 — ,2 +  Y g 2  +  T rg •— R g 2  ~  Cg2 ~  T r 2

( 2  — 1 1 ) V  ニ —1514 +  0 .0338  V* —0‘ 1 9 1 5 / O - . f  1 ,3 1 2 0 / ,
( a  0176) (0 .1242) (0 .6472)

*
W ~ 0 . 983 ^ = 4 0 4  ^ = 2 .0 3 2
へ  ̂ 73 (185) 一
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• 財政モデルによる政策シミュレーション

( 2 —12) い  pい I，
(2 — 13) Dt2 = - 4 8 3  +  0. 6030(/92 - & 2) +1.1021 D tZ-,

(0.2432) (0.0672)

茫 =0,998 及=366 3 =  1.279

( 2 —14) = 2 7  +  0 .0 0 6 7 8 /^ - ,
(0. 00094)

茫 = 0 .8 2 4  及 ニ  28 r f = 2 .142
( 2 —15) I C g2 = 0 .  S O  K g2- i - b I ^ ~ D g2*

>r
〔3 〕 中央政府企業

(3  —■ 1 ) Yg3 — —3133 + 0. 05781^*4-75. 255 ^  — 116. 68 w(0.0125) (3L 564). (21.65)

( 3 - 2 )  Ig3
H2 = 0.717 S  = 368 d=2 . 126

5̂97 + 0 .5100^(0. 0286)
R2—0. 966 »S~566 c?=1.141

■ りV

(3  - -  3)  

( 3 - 4 )

(3  — 5 )

V

D e3

- I 03
Via
•584 +  0 .5 1 1 2 /ff3-0 .5 8 3 1  Y g3 +  1 .  1 2 2 4  

(0. 2187) (0. 2938) (0.1019)
R 2 =  0 . 998 及 = 427 d = 2 . 483

A a * ^ - 2 5 9  + 0. 0 8 4 0 ^ - 1  (0. 0049)
F  ニ  0.964 及 ニ  117 d ニ  2.015

( 3  — 6 )  . I C e3 = 0 .  95

〔4 〕 政府部門統合

( 4 一 1 ) 
( 4 - 2 )  
( 4 - 3 )  
(4 — 4)  
( 4 ~ ■ 5 ) 
U  —- 6 )

T p ~ T pi +  Tpi
TeU T c2 

S i= S { \+ S i2
C ^ C gl-bCg2
Ig ~  Ig\ +  IgZ b lg t

m
gc

J

( 4 - 7 ) Vio
7 4 ( 1 8 6 )

參秘取切游顏娜磁如辣辦磁拉w r 视鄉綠辦舰殺諫雜爲浪挪織『鏡獅^ ^ ^ 職^ ^ ^
• o w a w ,八\ ミw ぬみc h w 双分r名:*，:み猫胡|

財政モデルによる政策グミュレー、ンョン

( 4 - 8 )  Dĝ  =Dg2* + Dg3* 
( 4 —- 9 ) D g = p ig . D g*

(4 —10) C* Peg

〔5 〕 マクロ関係 

( 5  — 1 ) Cp

( 5 - 2 )  I h

( 5  — 3 )  I p*

( 5 - 4 )  J *

= 1675+0. 5823 F d +  0. 3185 Cp_,
(0. 0505) (0. 0732)

瓦 2 = 1 .0 0 0  S  =  b 7 0  r f = 1.820
868+ 0. 1732 S p+ 0 . 8150/ A-,

(0.0553) (0.1229〉

R 2 =  Q. 996 S  ニ—-: 406 d = 2 . 149
:43258 + 1 .2 0 6 6  {-^ c~ T c} + 1 .5 1 9 0  {玉ニ  ^ 4  

(0 .3025) Vi (0 .2182) Vi - 4 8 3 8 1 (2997)
E 2 ニ  0. 923 S = 1542 d  — 2 ,  079

:33539 +  0. 3254 Y * ~ 0 . 8677 [ 介 ー厂 3915 i  
(0.0440) (0.1065) (1855)

F = 0 .  923 5 = 9 8 2  d ^ 2 . 038
(5  — 5 ) I J  =  -7 3 1 5  +  0. 1 5 3 6 (7 * - Jp*) + 0 . 3365 J *

(0.6041) (0.0674)
茫 ニ  0. 995 S = 6 7 9  d = 2 . 508

( 5 - 6 ) *  y c

( 5 - 7 )  r ,

( 5  — 8 )  0

:53487 -f 91 .7210 +  0.1850 H )  一 -  5996- 
(25.356) (0.0577) (2843)

i + i .

R 2 =  0 .  981 5 - 1 2 7 9  d ^ l . 354
：-2 3 0 1  +  1. 1211 Y -  l .  3750 F c 

(0. 0077) (0.0603)
.一  . . 

R z =  l .  000 S = 5 0 1  r f -2 .  468
•32 ,78+0. 000834 V *

(0 . 000012)
F  ニ  0.998 ^ - 2 .4 2 5  d = 2 . 164

( 5 - 9 )  V* = C*  + 1 * + Ih*+ J *  +  C * + I * + J * ^  E * —I,*  
( 5 - 1 0 )  V -ニ Cp+ Iパm  ト Cg + Je +み+ EX—I m
( 5  — 11) p V

V *
( 5  — 12) Y - =  V — D — T r \ ~ S u — e

(5  — 13) Y d — Y p ~  T p ^ - S i — e z

n u m
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( 5 — 14) S p =  Y d ~  C p 

( 5 —15) C * = ^ e -Vc

( 5 — 16) I h*

( 5 - - 1 7 )  
( 5 — 18) 
( 5 — 19)

Vh
IP ^Pi • IP* 
J ^ V s  • J /  
l n ~ V m  • I m*

( 5 - 2 0 )  D /

(5 —2 1 ) Dk*

-3026 +  0 . 1 7 3 4 7 0 ^ ,
(0. 0053)

及 2 ニ  0 .9 9 0  及= 9 3 5
1149+  0. 0 6 1 9 / f Ap_,

(0. 0022)

茫 =0.986  
(5 —22) Dp~pi ' D ^

S = 1 0 7

d ~  L 384

3 =  1 .257

(5 — 23) Dh = ph • Dh*
(5— 24) D鳴+ D k + D9 
(5— 25) K hp^ 0 . 99 K h ^ i + I ^ — Dh*
(5 — 26) K / p ^ 0 . 995if/p_,+//-!)/ 
(5— 27) K jP= K jp- i + J ,

〔6 〕 価格 •労働関係

(6  — 1 ) pe =0. J.006 + 0‘ 00725 (w-w-,)  一0. 0245 
(0.00266) (0.0323)

R 2= 0 .  992 S = 0 .  013

L L

d =  2. 389
(6  — 2) pk

( 6  — *3 ) pi

:0. 3 3 7 9 + 0 . 8573 Pi +  0 . 00506 w  
(0. 3 1 7 1 ) ( 0 .  00060)

茫ニ 0 .9 70

0 . 4849-10. 0718 . 
(0. 0445)

R 2^  0. 922

( 6 ~ 4 )  pj ニ 0. 9252 +  a  00186 
(0. 00039)

^ = 0 . 040 d ニ 0 .813

f  0 . 5170 pj f  0 . 9001 p(-i 
~l (0 .1 7 69 ) (0. 0834)
及=  0 .0 19  d=-2. 560

-0 ,0 3 3 0  
(0 . 0182)

R 2~ 0 . 653 及= 0 .0 2 2  d ^ 2 . 604
一  76 {1S8) —

财秘靡«18¥1?»獅 没 微 歡 艇 盘 雛 織 ^ ^ ^ ^ 線 财疏'淑^

父 w i 故ル̂r^、通筑故初̂ f分ひマ.vs  ̂ >̂.Sl ^
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財政モデルによる政策シミュレー'ン

( 6  — 5 )  Vc0 =  - 0 .  2964 +  0 .7 8 0 2 % + 0 . 0 0 5 3 w(0 .5318) (0 .0023 )
R 2 - 0 .9 9 7  5  =  0 .0 17  パ=  1 .102

f 6  — 6 ) to ~  — 105. 97 + 1 2 . .457 - j — h 165. 75 典- 1
(2 .057) L  (18. 00)

. 罡 = 0 .9 9 6  S  =  2 . 127 r f= 1 .8 8 6

( 6  — 7 )  t /  =  —4 5 3 —0. 00900 1 ^  +  23. 891 ~(0.00215) (7. 297) F
R 2- 0 . 869 5  =  50 d = l .  678

' - 1 r' -

(6  — 8) L ~ N j , -  U

. V 政策シミュ レ一ション

政府支出や税率が変化した場合，その変化分にたる効果が，モデルを通じてどのように波及し 

て行くかを.みるのが，こ.め政策'ンミナレーションと：い'う問題である。経済政策に関連して，. しの.よ 

うな、ン.ミュレ一シ3 ソが蜇要視されているのは，政策手段の効果について，.伴系的に整合性力、ちり1 
かつ計量的に評価可能な情報を，われわれに与えてくれるという点である。 しかし反面，そ9 よ） 

な情報の具体的内容は，その趣礎となったモデル体系そ )̂ ものに依存しているわけであり，：したか 

っ弋そうしたI1 青報の可西は，構成したモデルが現実の姿をよりよく反映しているか否かに依存して 

いるところで 4 回は，モデル自体まだ中間段階のものであり，改良の余地を残しているので，ご 

く単純に， ( 1 ) 政府支出の変化，（2) 税率の変更，（3 ) 控除額の変更といった点に関してのみシミ 

ュレ— 、'ノョンを行なしV 最後に財政のもつ自觀)安定化効果につ.レ、て，若肀の計測を試みたン

〔1 〕 政-支出の変化

こ，では， 実質タームでの政府固定資本形成(中央一般政府）^ を， 初年度（昭和3 1年)りみ 

1000億内引i i げた場合にらいて行なった。グラフは， 辑府固定資本形成における段00億円变化Q 
効果が，年度の経過とともにどのように変わって行くかを表わしたものでもるが，そこで実線バ1) 
は各年度の値を，点線⑵は各年度の値の累積を示している。たとえば，突質国民鰺生産1̂ に 対  

じては，初年度のみ /ノ を 1000億円引上げた場合，初年度 331 0 億円/ 次年度 621偉PV 3 印 

f i  —241 9億円， 4 年 目 一 卯億円， 5 年 H 2 ^ 3 億円といった具合に，ムf 引上げの効果が波及 

して行ぐまた，その累積額ヤみれば初年度3 310億円，次年度 3細 億 円 ， 3抑 1512億丨V  
4 年 因 1413億円, 5 年 0 3656億門といった具合にぞの効果が朕開されて行くことになる。そし 

てその効果は, 4 年の周期をもって振動しながら,次第に減衰して行くというバタ 一V をとってい 

ることがわかる。このr周期 4 年の減衰振動」というパターンは，V * のみで咚な< ：CP*S IP*f み*， 

. へ. — 1 1 {189) —



flオ政モデルによる政策シ レーン

■4*等にも同様にみられる。この滅衰振動が完全に収束するまでには,相当の時間がかかるこしが 

予想されるが，およその収柬がえられるまでの期間は，この場合おそらく1 5 年程度であろうと思 

われる。またこの計算結果をもとに判断すれば， G N P に関する政府投資の実質タームでめ乗数は

v* (V = 1000億円引上げ）

⑴ ⑵

1 3310 3310 .(依円)
2 621 3931 働 0
3 — 2419 1512
4 一 99 1413 2 0 0 0
5 2243 3656
6 149 3805 0
7 -1498 2307
8 ■ 393 2700 — 2 0 0 0
9 1589 4289

10 _ 154 4443
11 一 570 3873 10 11

flぼ時乗数で3. 3 , 長期乗数でおよそ4. 5 という程度であったとみることができ る • .
〔2 〕 税率 •控除額の変更

税率の変更については， 中央個人税率 tp lおよび中央法人税率し を対象に， ここでもムノの

v + (tp, 5 %引下げ)
(1) ⑵

1 469 , . 469
2 211 680
3 一 255 425
4 — 92 333
5 270 603
6 107 710
7 ■ - 163 547

. 8 - 5 542
9 207 749

10 95 844
11 — 36 808

⑵そめ梁横値をグラフにあげておいた。 税率の変觅にともなう効來の波及パターンは，‘ の場 

介もあるいはk め場合も，さきのV のケ-スにみられるものとかなり讓 しており, 「趣 4 
平の減衰振動」とい■ 本的特徴が，とこでもみうけられるa 課税最低限及の舰にょる場合は 

中央個人税率ら , の場合と，全く同じパターンをとっている。

ゴプA及Ai*免:liド ん Wレふ城 :-齡ぬ̂*；̂舉这與泣- 潘总域み祭̂
• . - . ' . . . . .  . . . . . .  ' '  ' :

财政モデルによる政策シミュレーション

V* (fa 5%引下げ）

(1) (2)
1 1289 1289
2 1680 2969
3 -1086 1883
4 一1588 295
5 • 799 1094
6 1082 2176
7 - 788 1388
8 - 768 620
9 794 1414

10 ‘746 2160
11 一 38? 1773

Y* (Et 10万円引上げ）

(1) (2)
1 1481 1481
2 722 2203
3 一  867 1336
4 - 321 1015
5 909. 1924
6 352 2276
7 “  565 1711
8 — 1 1710
9 727 2437

10 311 2748
11 - 151____, 2597

〔3 〕 財政の動学乗数

ところで， ここではさきに試みた/ル し ： し，風の効果に関する計測結果を，相互に比較しズ 

みることに十る。:/.それには，それらを乘数という同一のタ一人に，すべて変換してみ6 必要かある。 

そこでまず，税率や控除額の変更が，どのくらいの個人税収入や法人税収入の変化をもたらしたが 

を考えてみなければならないが，冷の場合二つの立場がそこに存在しよう。一つは，税率や控除額 

の変更のみの作用を考えて，税収の变化をみようとするもので，税率や控除額の変更が所得の変化 

をもたらし，その所得変化が税収に影.I裂を与える，_.という過程を考慮に入れないものである。..した 

がって， これを 「ex a n t eの税収変化」と呼ぶことができよう。もう一つは，'税率や控除額の奕軍 

が所得の变化をもたらし，その所得変化がさらに税収に彫響を与える， という過程を考慮に入れて， 

究極如にその体系において均衡がえられた時点での税収変化をみるもので，これを 「ex P°s tの杉己 
収変{匕」 と呼ぶことができる。こt •では前洛 ex a n t e の場合について考察.してみることにす.る。 

ところで，ex a n t eの場合の税収交化は，らi 5 %引下げの場合？W ? )というダームで倾億円減， 

m ,名 目 ;t o 万 円 （実値で10.8 2 万p i )引上げの場合?7pi/沒 というタ” んで _ 億円減，レ 5 岑引

—  79(191) —
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財政モデルによる政策-ンミ土レー'ン句ソ

純合計の場合の1950億円に対し, 1682億円というように， 逆に相対的に弱く現われることに気 

付ぐ。

ポリシ一•ミックスにおける交互作用

I ' , らi teX E , ：' (I*»i ̂ ei) (VM) (̂ p»4E,)
y* 3310 469 1289 1481 3723 4721 1704 1682

(3779) (45 的) (1758) (1950)909 226 355 795 1132 1302 575 905■ • ■ ：. • (1135) (1264) (581) (1021)816 110 711 367 916 1591 817 416
(926) (1527) (821) (477)1075 144 423 487 1211 1540 558 551

)■ ' '' (1219) (1498) (567) (631)r*„ 704 94 278 320 794 1009 366 362
■ ： ■ ■... パ. (798) (982) (372) (414)

(注） ①岸位は億円，（）の数値は摩純合計.
② I*al 1000億円引上げ

③ レ 5% 引卞げ

④ ら 5%リ丨下げ .
⑤ E , 10方円（名目）リ丨上げ

...〔5 ル :卜. .イン’• スタビライザー . ' . .  .•
こ^:では，以上のような干デルをもと片，われわれは財政のビルト • イン•スタビライザー

(built-in s t a b i l is e r )としての効果について計測を試みる:ことにしよう. ところで， ビルト-•イ y  •
. . - ■- ' '

スタビライザ，の効果を測る一般的尺度どして，がつて Musgrave-Millerの提唱したa = l - - ~  
という指標がある。これは, 租税を内生化して考えた場合と，租税を外生化L て一定と考えた場合 

とを比較し, 何らかの事情によって一たび経済が変動した場合，その変動が財政自体の構造的働き 

J こよって.どの程度相殺されるかをみょう. t す:るものである。■..つま■り， built-in s ta b i l i tyの指標a 
は，何らかの外的ショタクが与*えられた場合, 租税を内生化して得られるY  (任意の内生変敎)の変 

化と， 租税を外生化して得られるF a の変化との比を， 1 から差引いたもので示される。 以TFこ 
の種の定式化にしたがって計測を試みた結果をあげておくことにす.る。ただし, この表は,インパ 

タトとしてE * を初年度 (昭和 3 1年度) の み 1000億円引上げた場食の, 第 1期 の « 値を示し 

ている。，これによると，租税全体p 自動安定化効果は，ぉよそ 68% であり，そ9 内訳として個人 

税については1 6 % ,法人税については3 g % ,間接税については19% であったということができ 

る。また，と'くに個人税ぉよび間接税については, 個A 消費支出C / に対する安定化効果が強く， 

法人税については，設備投資ム* |こ対する安定化効果が強いことがわかる。いずれにしても,.中央 

一般政府の段階で考えるならば，•法人税の安矩化効果が一番強く 2 8 % ,つぎに個人税が# % , 最

後に間接税が 9 % となっている。総じていえることは， このようなビルト • イン.•スタビライザー. . . . . .  . .
の値は, 結局モデルの性格に依存している:わけであり, われわれが補P丨に$ デル奪いかに構成した

. . .ハ . : . ' . . . . .ン ノ . . . . . .  . . . . . . . ,
...'.へ • . ■ ■ .. ノ .:.... ： • . : '
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財政モデルによる政策シミュレ一シ3 ソ

⑴ ⑵T ■ベp (らi)
(3)
(E.)

(4) Tfl/ p  (ら1)
1 3.31 2.55 2.15 4. 57*> 3.93 3.70 3. 20 10. 53
3 ■ 1.51 2.31 1.94 6. 68
4 1.41 1.81 1.47 1.05
5 3.66 3. 28 2.79 3. 88
6 3. 81 3. 86 3. 30 7, 72
7 2.31 2. 97 2.48 4. 92
8 2.70 2. 95 2. 48 2、20
9 4. 29 4. 07 3.54 5, 01.
0 4. 44 4. 59 3. 99 7. 66
] 3.87 4.39 丨 3.77 6. 29

動 学 乗 数 の 比 較  下げの場合Tt' l v というタームで282億 円 減 とい

うことになる。これら税額で表示されたインパクト 

と，体系内部で決定されるP とを比較するという 

意味で乗数をみると，つぎに示す表のようになる。

この表の段階で',政府支出や税率の変化によっても 

たらされた乘数の間の直接比較が可能となり，それ 

ぞれのもたらす効果の強弱を数量的に把えることが 

できるようになるのである。■一般に ex.anteの場合 

における均衡予算乗数というのは， （1 ) か ら （2), 
⑶ ， ( 4 ) などのそれぞれの乗数を， 個別に差引い 

たときの値であるといえるが，実際には，財政支出の増加は税収の自然増加をもたらし，財政支出 

の垧加に兒合うある部分の税収増が達成されることになるので,残りの部分を補整するに足るだけ 

の税率等の変觅のみがこの場合必剪とされることになる。支出側の正の乘数から差引かれる収入侧 

のれの乗数は，ここに示された値に，補盤される部分の割合を，調整係数として乗じたものにほぼ 

等しくなるであろう。もっとも，最終的には所得変化にともなう税収変化奪も考慮に入れた上で， 

収艾の均衡が達成されるという状態を考え，その状態のもとで全体としての乗数効果をみる,ことに 

なる。これが ex p o s tの場合における均衡予算乘数と、、われるものである。 この ex p o s tの場合 

における均衡予算乗数については，①収支均衡をいかなる概念で宠義するか，②生たる支出侧の增 

加要囚と収入侧の増加要因とをいかなる種類のもので考えるか，などによって，その値がかなり異 

なってくるであろうという点を，ここでは指摘しておくことにとどめる。

〔.4〕 '財政丨こおけるホリシ 一•ミックス

つきの問題は，財政におけるポリ、ン一 . ミ■ックスという問題である。.ここで政策、ンミュレーショ 

ンの蓝礎となっているモデルの挫格に目をむけよう。つまり，ここで展開されているような非線型 

体系のモデルのもとでは, 政策手段としてのさまざまな財政変数の効果ぼy それが個別に実行され 

たときと，そのうちのいくつかが結合されて実行されたときとでは，後者が前者の単純合計で表わざ 

れるものではないという点である。そとにはかならず交互作用が存在しているのである。いま，軍 

純な例でこの関係を示すと，つぎの表のようになる。つまり，この表における数値は，前章におけ 

る第1期についての値であるが， それに加えて①/ノ と tP h②j， と tcU tc'，m P, と

禺というケースをあげておいた。これによると，ん* と k とを個別に実行したとぎの铲’に年 

える効來の合評は45邪億円であるのに対し， / t  te i とを同時に結合して実行したときの.V** 
に与える効果は4721•傲円となり，この場合.のような財政におけるポリシ“ . ミ、，> クスでは，その 

-中-純合計■よ1りも相対的に強く現われることがわかる。' また.ら1 .と. Ei _と.め’ミ. ッ:クスの場合には，単
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いままで財政モデルとそれによる政策シミュ レーションについて，ごぐ単純な論議を展開してき 

た。ここでは,これらの論議の基礎となっている計量経済モデルと動学乗数との関係について若干 

整理してみることにする。今日みるような複雑なモデルが出現する以前め，いわゆるケインズ体系 

と乗数との関係というものは，きわめて単純明解であった。 しかし，モデルが複雑 . 大型化し，非 

線型な体系へとモデル自体が発展してくると，そこで論議される乘数の意味あいは，次第に明解さ 

を失い，‘明瞭でなくなってきた。それでも:，モデルが線型体系であれば, それが複雑•大型化して 

いようと，そとでの乘数の’もつ意味は，わりあいに明確に整理で_ る。いま，ある種の線型の構造, 
方程式体系が与えられているとすれば, われわれはこれをただちに/各内生変数をすべて先決変数 

のみで説明するいわゆる誘導形に変換することができる。そして, との誘導形から，①即時乘数, 
②動学乗数, ③長期乗数といった3 種の乗数を定義することができる。①即時乗数というのは，あ 

る外生変数の変化が同一期間内にそれぞれの内生変数にいかなる変化を与えたかをみるものである。

， 誘導形において，外生変数にかかわる係数そのものが，この乗数にあたる。②動学乘数というのは， 

ある外生変数の変化が，速続する数期間にわたって，冬れぞれの内生変数にいかなる変化ん与えた 

かをみる,ものである。この場合，外生変数の変化が第1 期のみに屯ずる場合と，それ以後も継続し 

て生ずる場合とがあるン一般には，第 1 期のみに外生変数の変化が生•じ，その影響がその後の数期 

間にわたって内生変数に与える変化をみる。t 期に^?ける動学乘数というのは, この内生変数に#. 
えた変化を，第 1期から f 期まで累積させたものと外坐変数の変化との比である。このことは，侮 

期外生変数における同じだけの変化が， i 邶において内生■変数にどれだ^•の変化を与えたかの割合

, ■ ' .

財政モデルによる政策、ンミュ レーンョン 

ビル卜• イン• スタビライザー©効果

T(内生) T(外生）
ft'r (外生）

OCTp Te (外生）
«TC Ta «rel Tf(外生) «Tf T.,(外生）

«Tfl

V氺
億円3459. 億円10950 0. 684 億円4121 0 .160 億円5047 0. 315 億円4781 0. 277 億円4293 0.194 億円381i 0.092

C*, 978 4170 0. 766 1337 0. 269 1417 0. 310 1343 0.272 1431 0.317 1170 0 .164
1% 865 3724 0. 768 1026 0 .157 1746 0. 505 15站 0. 459 1068 0 .190 951 0.090
J*, 1124 3561 0.684 1340 0 .161 1641 0. 315 1554 0. 277 1397 0 .195 1240 0.094
I*„ 737 2333 0. 684 879 0 .162 1075 0. 314 1018 0. 276 915 0‘ 195 813 0. 093

(注） 第 1 期における T, t  Tp l とは同じ値をとるので， ここで は T , !を翁略した。

かに依存しているといえるのである。 しかしまた一而，アメリカ合衆国やイギリスなどで試みられ 

たこの種の計測と比較すると，今回の計測結果が相対的にかなり過大であるのは，一つは租税構造 

の差異にもよるが， もう一つは，租税構造以外の部門での不安定化要因の強弱にも依存しているの

むすび一一モデルと動学乗数ー

財政モデルによる政策シミュレーシ3 ン ’
に等しくなっている。線型モデルの場合には，' こめ動学乗数の赌間経路は，スタート時点をどこに 

定めても変化がない。つまり，外生変数そのものの動学的パターンからは独立である。また,外生 

変数の変化の大きさからも独立である。なお，こめ動学乗数め第1期の値は，さきの即時乗数に等 

しい。③長期乗数というのは, 動学乗数、め数列の極限値のごどであって，きわめて長期を考えた場/
合，動学-架•数がある値に収束する.ものとみる。こめ仮定が成立するは，体系が安宏的でなければ 

ならない。体系が安定的でなければ，たとえ動学乗数がえられたとしても，長期乗数は存在しないン 

ところで，今回のモデルもそうであったように，最近のモデルには非線型なものが多い。ひとた 

びモデルが線型性を失うと，以上のような線型体系での論議は許されなくなる。その第1 は,動学 

乗数の値が外生変数そのものの動学的パタ一ンからは独立でなくなるということである、 いいかえ 

ると，スタート時点をどこに定めるかによって, 動学乗数の時間経路が異なってくる。その第2 は，

動学乗数の値が外生変数の変化の大きさから独立でなくなるという.ことである。その第3 は，垂直 

的乗数と水平的喿数との一致が保証されなくなるということである。 . 、

したがって，単に乗数といっても, 非線型体系のもとでは，いかなる条件下での乗数を論議して 

いるかを明確にしでおかなければならない。またさらに，価格休系を織り込んだモデルでは，外 生 | 
変数の変化が価格体系にも大きく影響を与えるので，，実質ダームでの乗数と名目タームでめ乘数と ! 
は，大きく乖離することも考えられる。今回の分析でも，この点の問題は無視することが' きず，

結局実質タームでの乘数を統一的に論ずることに:した, ‘ I
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名 I
国 民 総 支

個 人 消 贤 、支 出

単 位  

時価.億円

性質 

内生

記号

Sf

名 称

個 人 可 処 分 所 得

個 人 貯 菩

¥ 位 

時価，億内

性質 

内生

m Tv 個 人

民 間 設 備 パ 投 資 Te 法 人

民 間 在 庫 投 資 間 按 .税

政府財貨サービス経常購入 Si 社 会 保 険 . 叙 担

政 府 固 定 資 本 形 成 S . 経 常 袖 助 〃 金

政 府 在 庫 投 資 外生 D 资 本 減 耗 引 当

輪 DP 民間設備資本減耗引当

輸 人 内生 A 民間住宅

分 配 国 民 所 得 私 政 府 資 本 減 耗 リ 丨 当

人 得 Kki> 民問住宅資本 ク

個 人 所 K/r 民間設備
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IB号 名 称 ¥ 位 性質 記号 名 称 雄 位 他質

K )P 民 間 在 庫 ス ト ッ ク
35牢肺格 
億 円 内生 p 標 準 世 帯 数 万 人 外生

0 鉱 工 業 生 鹿 . 指 数 S 35 =  100 tt Ex 課 税 最 低 限 時価，億円 "
N l , 労 働 力 人 it 1000 人 外生 L gl 国 家 公 ， 轉 . 員 ；数 1000人、 H

L 総 就 m  :名 歡 〃 内生 ん 中央一般政府固定資本形成 時価，_ 円 ft

U .'完 全 失 寒 漭 数 // " T re 中央一般政府資本移転 ff //
V) 賃 金 指 数 S 35 =  100 it t 2 地 方 税 合 計 tt 内生

V G N P デ フ レ 一 タ ：.一 S 35::1 .00 it T p i i 地 方 個 人 税 tf tr

Vt 個人消数支出デ フ レ ー タ ー “ it T e3 地 方 法 人 税 ,/ : tt

Vh 間 住 宅 デ フ レ 一 タ ー U tf T i t 地 方 間 接 税 ■ ' b . tt

Vi ■ 民間企業設備デブレ ニ タ一

j" tt Si2 地 方 托 会 保 ' 険 k 担 u iし
Vi 民間在庫投資デフ レ 一 タ ー It tt 地方政府事業財産所得 - : ,r u

Pc, 政府経常購入デフ レ ー タ ー It tt ル 地方 >  粗政府負債利子 If it

Pit 政府固矩资本形成デフレ一タ一 " 外生 Cj2 地方政麻財貨サ一ビス経常購入 1/ " '
Pin 入 デ フ レ . . 一 タ ニ 一 It it. T ri 地方政府から個人への移転.

/； -A "
e , 統 iff- •上 の 不 寒 合 時細, 億円 " S t z 地 方 政 府 経 常 余 剰 " it

ど1 政 府 か ，ら海外への移 :転. " tt 地方政府固淀资本形成 // it

e2 個 人から海外への，移転 " 〃 D et 地 方 債 现 在 高 tt ；；

T ' 国 税 合 針 t f  • Aa 地方政府舍業资本減耗引当 u tt

T P' 中 央 個 人 税 It 〃 K t r 地方政府固定资木ス.トック 35年価格 
億 円

tr

T el 中 央 法 人 税 tf " tei 法 人 税 率 （地 方 ） 外生

T “ 中 央 彳 f s j 接 税 it " Lg2 地 方 公 務 員 数 1000人 tr

Sa 中 央 社 会 保 険 货 担 tt 〃 t r s 地 . 方 交 付 税 率 n

n! 中 央 政 府 財 產 所 得 " " な 中 央 政 府 企 業 事業所得 時価，億lTJ 内也

R f i 巾 央 一 般 政 府 負 僙 利 ニ了- tr " V 中央政府企業固定資本形成 tf u

c„ 中央政府財貨サービス経常購入 て tt 〃 D n 公社 • 公囲 • 公跟傲現在-高 〃 tt

T rt 中央政府から個人への移転 ii 0 D S3 中央政府企業資本減耗引当 // "
も 中央政府から地方政府への移転 D " K於 中央政府企業固定資本ストック 35年価格 

億 円
n

巾 央ー般政府経常余剰 // u M 政 拱 融 資 （実 績 ）時伽,/億円 外生

Ai 内 国 谈 （長期）現在高 " tt % 公 共 料 金 指 数 S40-100 "
K e l 中央一般政府固迠資木ストック 35年础格 

僚 I1] u K 一般会評から食管会計への繰入 時伽',億円 "
K 取： 個 人 . 所 得 _ i , 億円 外生 P .n 0 -  dl -年 金 横 立 金 梢 加 U tt

h i 迤 準 税 *  (中央個 .入税） " I I . 0 蚀 康 保 険 i n 立 金 塯 加 H 〃

t el 法 人 税 率 （中 央 ） * " i 全国銀行貨出平均金利 % tf

(注） こめほか* 印を付けた変数があるが, それは突铒値を袈わしている。そのうちゲ，私*, j f *t は外小，その他 

は内虫である。
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